
共助社会づくりにおいては、地域住民そ

れぞれが地域の課題解決に主体的に取り

組むことが求められており、そのために

は、地域社会づくりの担い手として期待

される市民活動団体等が、積極的に活動

を発信しながら地域に共感者を増加させ

ていく ことが必要です。 

そこで、様々な立場、方法で地域に共感

を生み出しながら、 地域づくりに取り組

んでいる方々によるパネルディスカッ

ションを通して、「共感」を生み出す地

域活動について考える機会とします。  

“共感を生み出す地域活動”  

問い合わせ先 

千葉県 県民生活・文化課 

 千葉市中央区市場町１－１ 

 ☎ 043-223-4133・4147 

“共感を生み出す地域活動”  

主催：内閣府・千葉県 

開 催 日 ：2016年1月22日

開催時間：13：30～16：00 

平成２７年度 

地方共助社会づくり懇談会 

       in千葉  

NPOやボランティアに関する情報は 

○お近くの「市民活動支援センター」や「ボラン

ティアセンター」「社会福祉協議会」に相談 

○インターネット情報を活用 

「千葉県ＮＰＯ・ボランティア情報ネット」  

 検索！ 

                   

千葉県NPO 



  1945年生。島根県出身。 

  学校法人梅村学園理事・中京大学学術顧問。公共経済学専攻、

経済学博士。京大院修士終了後、名大経済学部教授・学部長、

同大副総長等を経て現職。国土審議会会長・計画部会長、国交

省大都市圏検討委員会委員長、内閣府共助社会づくり懇談会座

長､内閣官房ナショナルレジリエンス懇談会委員等。著書「公共

の役割は何か」(岩波書店,2006年）、「地域は「自立」できる

か」(岩波書店,08年）、「公共経済学第３版」 (岩波書店,0８

年）、「新しい公共を担う人びと」(栗田氏と共著,岩波書店,10

年）、「都市に生きる新しい公共」(同,岩波書店、12年) 他。 

 岡 直樹 氏  

（特非）情報ステー

ション 代表理事 

 

奥野 不二子 氏 

 

 （特 非）Ａ Ｃ Ｏ

Ｂ Ａ（我 孫 子 コ

ミュニティビジ

ネ ス 協 会）顧 問

理事 

プログラム    

基調講演  

 １３：３０～１４：２０ 

 共助社会づくりの推進について 

 ～新たな「つながり」の構築を目指して～ 

パネルディスカッション 

 １４：３０～１６：００ 

共感を生み出す地域活動 

基調講演及び          

ファシリテーター 

  奥野 信宏 氏  

 内閣府共助社会づくり懇談会 

座長 

1999年より杜の伝言板ゆるる編集部の代

表、2003年NPO法人杜の伝言板ゆるる代表

理事に就任。1997年仙台市市民活動支援策

検討委員会委員のほか、2004年より10年

間、宮城県NPO活動促進委員会の委員を  

務めた。2013年4月より内閣府共助社会づ

くり懇談会委員、同年12月より宮城県防災会

議委員。1998年～2001年の間、３度に亘

り、米国デラウェア大学のＮＰＯマネジメン

ト研修に参加。2012年4月より日本NPO学

会理事。2005年4月よりみやぎNPOプラザ

のNPO法人設立・運営等の専門相談を担当し

ているほか、自治体や行政のNPOに関する講

座や講演等で講師を多数務めている。 

大久保 朝江 氏

（認定特非）杜の

伝言板ゆるる 代

表理事／ 内閣府

共助社会づくり懇

談会委員 

1984年生。千葉県立船橋高校を卒業し、早

稲田大学理工学部中退。2004年3月に船橋

高校の同級生と情報ステーションを設立し、

同年８月にＮＰＯ法人格を取得して代表理事

に就任。2009年4月には株式会社情報ス

テーションも設立。「多世代交流・誰でも参

加できる・持続的な文化経済の発展」を情報

ステーションの基本的な理念とし、これに沿

う事業として民間図書館事業、イベントサ

ポート事業、生涯学習コミュニティ事業、マ

イクロファイナンス事業を展開。現在、船橋

を中心に東京、埼玉、神奈川と約５８の民間

図書館を開設・運営。 

市野 敬介 氏  

(特非)企業教育研

究会 事務局長 ／ 

長岡造形大学 非常

勤講師 

北海道出身。中央大学法学部卒。室蘭市

在住のときに、衰退する企業城下町の再

建・活性化を目指す市民運動に関わっ

た。我孫子市移住後の2003年に、市主催

の第１回コミュニティビジネス（ＣＢ）

起業家養成講座を受講。講座受講生で設

立したＮＰＯ法人ＡＣＯＢＡの２代目代

表となる。ＡＣＯＢＡはＣＢの中間支援

団体として出発したが、自らもＣＢの手

法を通じて地域の発展に貢献したいと、

主に福祉の分野での事業に取り組んでい

る。個人としては、社会福祉士の資格を

生かして、知的・精神障害等により判断

能力が不十分な方の権利擁護としての成

年後見活動を行っている。 

1981年名古屋市生まれ。政府系金融機関

の勤務を経て、2006年よりＮＰＯ法人企

業教育研究会の事務局長に就任。「誰も

が教育に貢献する社会」を目指して、企

業やアーティストなどと連携した授業

を、全国の学校で実践する活動の支援を

行っている。2011年度より、千葉県青少

年を取り巻く有害環境対策推進協議会の

代表として、県内の行政機関や警察、民

間企業、有識者、青少年育成団体などが

連携した情報モラル啓発活動の運営に携

わる。2015年より長岡造形大学非常勤講

師（論理学）。 
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